
 

 

第２回バイオマス事業化戦略検討チームの概要 

 

１ 日 時：平成 24 年２月 27 日（月）10:00～12:00 

２ 場 所：経済産業省別館８階 827 会議室 

３ 出席者：五十嵐委員、山田代理委員、神谷委員、坂西委員、迫田委員、塚本委

員、徳岡委員、中川委員、中村一夫委員、野村委員、横山委員、澤委

員、中村徹委員、西野代理委員、八村委員、山田委員、石田代理委員、

堀代理委員 

４ 議題 

（１） 関係府省・研究機関におけるバイオマス利活用の取組状況について（国土交

通省、内閣府、経済産業省、（独）新エネルギー・産業技術総合開発機構、（独）

産業技術総合研究所） 

（２）その他 

５ 概要 

【要 旨】 

・ 国土交通省、内閣府、経済産業省、（独）新エネルギー・産業技術総合開発機

構、（独）産業技術総合研究所から資料説明を行い、意見交換。 

・ 次回会合は３月１２日に開催予定。 

【主な発言】 

＜原料（入口）＞ 

・ バイオマスの事業化には、下水汚泥と生ごみの混合発酵、生木と廃プラペレッ

トの混合利用及び廃棄物系と未利用系の組み合わせが重要。 

・ 廃棄物系バイオマスのうち生ゴミや紙ゴミ類をあわせるとかなりの賦存量があ

り、その有効利用を重点的に進める必要。 

・ 廃棄物系バイオマスは、変換技術だけなく、生ゴミの分別収集など原料をどの

ように効率的に収集するかが重要であり、環境省との連携が必要。 

 

＜技術（製造）＞ 

・ 日本は海外戦略で出遅れている感があるが、新技術の開発と一般化・標準化を

海外普及展開を見据えて進めることは事業化にとっても重要。 

・ ドイツが採用しているスパイラルタンク式メタン発酵設備は日本でも取組事例

はあるが、それほど顕著なコスト低減効果は出ていない。むしろ、ドイツでは、国

が簡素な構造の小規模なメタン発酵施設の導入を政策として決めたことにより、民

間が取組を進めたところがあり、日本でも政策が示されれば、簡易なメタン発酵施

設をつくることは十分可能。 



 

＜販路（出口）＞ 

・ 発電と熱利用との関係について、寒冷地域は木質燃焼による熱利用、畜産地帯

はふん尿のメタンガス利用がそれぞれ適しており、地域ごとにどのような利用方法

が適切かを考える必要。 

 

＜事業化＞ 

・ 国内での事業化と海外での事業化は基本的な前提条件が異なるので、分けて考

える必要。例えば、日本で欧州と同じ価格で間伐材を調達することは難しく、海外

の事例をそのまま日本にもってくることは難しい。 

・ 国内バイオマス活用の高コスト要因としては、原料収集・運搬費が高いことの

ほか、市場規模がそれほど大きくないことや安全管理に万全を期すために前処理等

の設備にお金をかけすぎていることがある。国が導入目標を示せば、需要が生まれ

コストは下がる。 

 

＜関係省庁間連携＞ 

・ 広域に分散するバイオマスを効率的に利用するためには、市町村だけでは難し

いので、国の出先機関の連携・支援体制の整備が必要。 

 

―以上― 


